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表紙の紹介

　畜産物は、多様化する国民食生活の中で消費量が
年々増大している。鶏肉については、食肉の中では
豚肉に次いで消費量が多く、「たんぱく質」、「コラー
ゲン」、必須アミノ酸である「メチオニン」、肝臓の
機能を向上させる働きを持つとされる「ナイアシン」
などが豊富に含まれているほか、豚肉や牛肉と比べ
ても比較的安価であることも特徴の一つとなってい
る。
　茨城県は、養鶏業が盛んで、鶏卵の生産量は全国
１位（平成30年度は22万４千トン・農林水産省の
鶏卵流通統計調査）を誇り、食肉となるブロイラー
の飼養羽数も21位（平成31年は113万５千羽・鶏
鳴新聞社調べ）となっている。
　このような状況を背景として、食鳥処理加工業者
が県内に散在しているが、このうち古河市・坂東市・
猿島郡境町の５社が、食鳥処理加工後の残さ（羽毛、
骨、内臓等）を飼料等に加工するレンダリング工場
を設置することなどを目的に組合を設立した。
　レンダリングとは、不可食部位を高温で加熱した
後、搾油することにより油脂分と残さ固形物とに分
離する作業を言う。工場では、レンダリング処理に
より生産される「チキン油」と、チキン油生成の際

に発生する「チキンミール」、鶏の羽毛を加水分解・
真空乾燥処理を行い粉末状にした「フェザーミール」
の生産を行っている。
　チキン油・チキンミールは飼料会社等に販売され、
良質な動物性たんぱく質の源として家畜の配合飼料
やペットフードの原料とされ、フェザーミールは、
肥料会社等に販売されて有機質肥料の原料とされる
など、廃棄物発生を抑制して循環型社会構築の一翼
を担っている。
　また、組合では、平成19年度よりフィリピンか
らの技能実習生の受入れを行い、組合員企業で食鳥
処理加工作業の実習を行っている。優良監理団体と
して、これまでに延べ251人を受入れるなど、同国
の経済発展を担う「人づくり」にも寄与している。

さしま食品加工協同組合
設　　立：平成12年（2000年）８月
組合員数：５社
工場竣工：平成17年（2005年）４月
住　　所：〒306-0415　
　　　　　　猿島郡境町大字大歩1551-１
電　　話：0280-87-0023

レンダリング工場を設置し、循環型社会構築の一翼を担う
さしま食品加工協同組合
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主な措置
＜令和元年度補正＞

〇事業承継・世代交代集中支援事業　　　　（51億円）
◦各都道府県に設置した「事業承継ネットワーク」に

よる事業承継診断等の掘り起こしを実施。また、事
業承継を契機とした設備投資・販路拡⼤⽀援（新事
業に転換する場合は補助増額）や中⼩企業が外部⼈
材を後継者とする場合の有効な教育⽅法の調査を⾏
う。

＜令和元年度補正＞
〇事業承継時の経営者補償解除に向けた専門家による

支援　　　　　　　　　　　　　　　　（13億円）
◦事業承継時に経営者保証の解除を⽬指す中⼩企業に

対し、経営者保証ガイドラインの充⾜状況の確認や
⾦融機関との交渉を⽀援する。

＜令和２年度当初＞
〇中小企業信用補完制度関連補助・出資事業

（73億円（令和元年度59億円））
◦信⽤補完制度を通じた円滑な資⾦供給⽀援等。また、

事業承継時に経営者保証を不要とするメニューの新
設及びその保証料を軽減する。

＜令和２年度当初＞ 
〇中小企業再生支援・事業引継ぎ支援事業

 （75億円（令和元年度70億円））
◦後継者不在の中⼩企業に対するマッチング⽀援をワ

ンストップで⾏う。また、経営資源引継ぎ型の創業
も後押しする。

⑵⽣産性向上・デジタル化
【令和元年度補正3,610億円／令和２年度当初311億円】

中小企業・小規模事業者関係
「令和２年度当初予算」及び「令和元年度二次補正予算」の概要と

「令和２年度税制改正」の概要
　中小企業庁は、令和元年12月26日に中小企業・小規模事業者関係の「令和２年度当初・令和元年度二次補正予
算案のポイント」と「令和２年度税制改正のポイント」を公表しました。
　令和２年度当初予算では、「事業承継・再編・創業等による新陳代謝の促進」「⽣産性向上・デジタル化」等に重
点的に取り組むとともに、「災害からの復旧・復興、強靱化」を切れ目なく支援することとしています。また、令
和２年度税制改正では、「オープンイノベーション促進税制の創設」「エンジェル税制の拡充」「再編・統合等に係る
税負担の軽減措置の延長」などの措置が講じられています。
　本号では、これらの概要を紹介しますので、事業計画立案等にお役立てください。
　なお、いずれの場合も、法案成立時には変更となる場合がありますのでご了承ください。

２.予算案等の内容
⑴事業承継･再編・創業等による新陳代謝の促進

【令和元年度補正64億円／令和２年度当初148億円】

１.基本的な課題認識と対応の方向性
課題

対応の方向性

中⼩企業・⼩規模事業者は、「経営者の⾼齢化」、
「⼈⼿不⾜」、「⼈⼝減少」という構造変化に直⾯し
ている。加えて、働き⽅改⾰、社会保険適⽤拡⼤、
賃上げ、インボイス導⼊などの相次ぐ制度変更に
対応する必要がある。

⑴「事業承継・再編・創業等による新陳代謝の促進」
⑵「⽣産性向上・デジタル化」
⑶「地域の稼ぐ⼒の強化・インバウンドの拡⼤」
⑷「経営の下⽀え、事業環境の整備」に重点的に
取り組む。さらに、
⑸「災害からの復旧・復興、強靱化」に切れ⽬な
く⽀援する。

①事業承継を契機とした⽣産性向上（ベンチャー型
事業承継・第⼆創業）、経営資源引継ぎ型の創業、
事業承継時の⼀部廃業も⽀援。
②経営者保証の解除促進に向けた専⾨家⽀援。事業
承継時に経営者保証を不要とする新たな信⽤保
証メニューの創設、専⾨家の確認を受けた場合に
保証料を最⼤ゼロ（管理費の⼀部を除く）と⼤幅
軽減。

①中⼩企業の今後相次ぐ制度変更（働き⽅改⾰、
社会保険適⽤拡⼤、賃上げインボイス導⼊等）
への対応のため、⽣産性向上を継続的に⽀援。「も
のづくり補助⾦」「IT導⼊補助⾦」「⼩規模事業者
持続化補助⾦」を⼀体運⽤。
②専⾨家による、⽣産性向上に課題を抱える業種
の特性に応じた相談対応。
③中⼩企業の現場へのAI導⼊を⽀援する⼈材の育
成・普及。

中小企業対策費の状況
中小企業
対策費の

状況

H30年度当初
（H29年度補正）

H31年度当初
（H30年度補正）

R２年度当初
（R１年度補正）

経産省
計 　上

1,110億円
（1,976億円）

1,117億円
（2,634億円）

1,111億円
（4,067億円）

　　Ⅰ 令和２年度当初予算及び
　　　令和元年度二次補正予算の概要

③事業引継ぎ⽀援センターにおけるマッチング⽀
援により第三者承継を後押し。
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主な措置
＜令和元年度補正＞

〇中小企業生産性革命推進事業（中小機構運営費交付金）
（3,600億円）

◦中⼩企業等の⽣産性向上に資する、革新的サービス
開発・試作品開発・⽣産プロセスの改善を⾏うため
の設備投資（ものづくり補助⾦）や⼩規模事業者の
販路開拓の取組（持続化補助⾦）、中⼩企業等のIT
の導入（IT導入補助⾦）などを⽀援。中⼩機構の業
務として継続的な⽀援を実施。

＜令和２年度当初＞
〇ものづくり補助金　（10億円（令和元年度50億円））
〇共創型サービスＩＴ連携支援事業　（５億円（新規））
〇地方公共団体による小規模事業者支援事業

　（12億円（令和元年度10億円））
＜令和元年度補正・令和２年度当初＞

〇中小企業・小規模事業者の生産性向上支援体制強化等
（52億円　令和元年度補正・令和２年度当初）　

◦各都道府県に設置したよろず⽀援拠点の専⾨家等に
よる経営相談。働き⽅改革をはじめとする制度変更
に対応するための体制も強化する。

＜令和２年度当初＞
〇AI⼈材連携による中小企業課題解決促進事業

　（６億円（新規））
◦AIに関する専⾨的知⾒をもった⼈材の育成及び中

⼩企業とのマッチングを⽀援し、データ分析等を活
⽤した経営課題解決を普及促進する。

⑶地域の稼ぐ⼒の強化・インバウンドの拡⼤
【令和元年度補正18億円／令和２年度当初261億円】

主な措置
＜令和元年度補正＞

〇インバウンド需要拡大推進事業
◦中⼩企業等と外国⼈専⾨家が連携し、外国⼈観光客

に刺さる商品・サービス開発や店舗データ分析等に
よる効果的な商品・サービスの提供を⽀援する。

＜令和元年度補正＞
〇大企業⼈材等の地方での活躍促進事業

（５億円　（令和元年度補正））
◦⼤企業の中堅⼈材等を対象に地⽅でのビジネス等に

必要なスキルの向上等を⽀援。地域企業に有効な⼈
材確保⼿法の調査等を実施。

＜令和２年度当初＞
〇地域未来投資促進事業

（143億円（令和元年度159億円））
◦地域でのイノベーション創出に向けた⽀援体制を強

化するとともに、ものづくり技術・サービスモデル

①地域経済を牽引する企業等を重点的に⽀援し、
イノベーションによる新事業展開（地域未来投資）
を促進。
②訪⽇客⽬線でのコンテンツ開発、商店街等のデー
タ活⽤等によるインバウンド需要の取込強化。
③⼤企業の中堅⼈材等による地⽅での起業や中⼩
企業への就職等を後押し。
④地域・社会課題を解決するビジネスモデルや地
域における創業を⽀援。
⑤海外販路開拓等に向けた商品・サービス開発や
ブランディング等の⽀援。

⑴オープンイノベーション促進税制の創設
⑵エンジェル税制の拡充
⑶少額資産及び交際費課税の特例措置の延長
⑷再編・統合等に係る税負担の軽減措置の延長

の開発等を⽀援する。
＜令和２年度当初＞

〇地域・企業共生型ビジネス導⼊・創業促進事業
（５億円（新規））

◦地域・社会課題を広域的に束ねて解決する実証事業
を⽀援すること等により、企業の創業・成⻑を通じ
た地域と企業の共⽣を促進する。

＜令和２年度当初＞
〇JAPANブランド育成支援等事業　（10億円（新規））
◦海外販路開拓等のための新商品・サービス開発等の

取組や、⽀援事業者等による海外向けＥＣサイトや
クラウドファンディングの活⽤⽀援。

⑷経営の下支え、事業環境の整備
主な措置
＜すべて令和２年度当初＞

〇日本政策金融公庫による政策金融（マル経融資含む） 
（205億円（令和元年度207億円））

〇消費税転嫁状況監視・検査体制強化事業
（31億円（令和元年度33億円））

〇中小企業取引対策事業
（10億円（令和元年度10億円））

〇小規模事業対策推進等事業
（59億円（令和元年度50億円））

〇商店街活性化・観光消費創出事業（臨時・特別の措置）
 （30億円（令和元年度50億円））

⑸災害からの復旧・復興、強靱化 
【令和元年度補正 375億円】

主な措置
＜すべて令和元年度補正＞

〇グループ補助金【190億円】
〇地域企業再建支援事業（自治体連携型補助金） 

（１億円）
〇被災小規模事業者再建事業（持続化補助金）

（58億円）
〇資金繰り支援（政策金融・信用保証） 　　　（６億円）

Ⅱ 令和２年度税制改正の概要

１.改正項目

２.改正項目ごとの改正等の内容
⑴オープンイノベーション促進税制の創設
＜法⼈税、法⼈住⺠税、事業税関連＞
　イノベーションの担い⼿となるスタートアップへの新
たな資⾦の供給を促進し成⻑に繋げていくため、国内の
事業会社やCVC（コーポレートベンチャーキャピタル）
から、創業10年未満・未上場のベンチャー企業に対す
る１億円以上の出資について、25％の所得控除を講ずる。
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製品やサービス開発等の⾼度化を背景に、⾼度な
技術を要し開発期間が長期化するベンチャー企業
が増加

エンジェル投資家の裾野拡⼤を背景に、ベンチャー
企業の⽬利きができる事業者の認定制度を拡充。
認定事業者を経由した投資については企業の要件
確認を簡素化

長期に渡る研究開発により⿊字化に時間を要して
いる企業への資⾦供給を促進

事業会社等

⼀定の
ベンチャー業

出資を行う企業要件
①国内事業会社
　　又は
②国内事業会社によるCVC
（事業会社又はその子会社
が運営し、持分の過半数以
上を所有するファンド等）　
（注１）

行為要件
①１件当たり１億円以上の⼤
規模出資

　　中⼩企業からの出資は
1,000万円以上（海外ベン
チャー企業への出資は５億
円以上）

②株主間の株式売買ではな
く、ベンチャー企業に新た
に資⾦が供給される出資
（発行済み株式の取得は対
象外）

③⼀定の控除条件
④⼀定期間（５年間）の株式保
有（注２）

出資を受けるベンチャー企業
要件
①新規性・成長性のある設立
後10年未満の未上場ベン
チャー企業

②出資を行う企業又は他の企
業のクループに属さないベ
ンチャー企業

　事業者には、経済産業省に対し、１年間の出資案
件に関して、「各出資が事業会社、ベンチャー企業双
⽅の事業⾰新に有効であり、制度を濫⽤するもので
ないこと」を決算期にまとめて報告。（事前認定は行
わない）

認定ファンドおよび新たに認定対象とする株式投
資型クラウドファンディングを通じた投資の促進

ベンチャー企業が都道府県に行う申請書類の重複
を改善し、申請⼿続きの効率化を行う。

⑵エンジェル税制
（特定新規中⼩会社が発⾏した株式を取得した場合の
課税の特例及び特定中⼩会社が発⾏した株式の取得に
要した⾦額の控除等）

<所得税・個⼈住⺠税関連>
◦創業間もないベンチャー企業にとって資⾦調達は依

然⼤きな課題。
◦そのため、12年ぶりにエンジェル税制を⾒直し、

時代の変化に対応した制度とすることで個⼈投資家
からの投資を促し、ベンチャー企業に必要なリスク
マネーを供給する。

◦具体的には、対象ベンチャー企業の拡⼤や多様な層
の投資家が本税制を利⽤しやすいよう⼿続きの簡素
化を図る。

（注１）ＣＶＣとは、事業会社によるベンチャーキャピ
タルを指す。

（注２）５年以内に株式を譲渡した場合や配当の⽀払い
を受けた場合には、控除額を損⾦算入。

⑶-①中小企業者等の少額減価償却資産の取得価額の
　　 損金算⼊の特例措置の延長
＜所得税・法⼈税・個⼈住⺠税・法⼈住⺠税・事業税関連＞

　中⼩企業者等が30万円未満の減価償却資産を取得
した場合、合計300万円までを限度に、即時償却（全
額損⾦算入）することが可能となる税制措置。
　中⼩企業者等における①償却資産の管理や申告⼿続
などの事務負担の軽減、②少額減価償却資産の取得促
進による事務処理能⼒・事業効率の向上を図るため、
適⽤対象者を⾒直した上で、適⽤期限を２年間延⻑す
る。

改正事項①
対象企業要件を設⽴後３年未満から５年未満へ改正

改正事項②
経済産業⼤⾂認定制度の拡充

改正事項③
申請⼿続きの重複を改善

改正概要
・適⽤期限を２年間延⻑（令和３年度末まで）
・適⽤対象から、連結納税制度適⽤事業者及び従業

員500⼈超の法⼈を除外する

改正概要
適⽤期限：令和３年度末まで

取得価額 償却方法 備考

中小企業者
等のみ

30万円
未満

全額損金算入
（即時償却）

合計300万円
まで

全ての企業

20万円
未満

３年間で
均等償却（注）　　

（残存価額なし） 本則
10万円
未満

全額損金算入
（即時償却）

（注）10万円以上20万円未満の減価償却資産は、３年間で毎年
　　　１/３ずつ損金算入することが可能。

25％
控除 

 → 出資
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A社
A社のX事業を
引き継ぎ経営
を強化

申請 認定

交際費等
⽀出額

B社

X事業 X事業 Y事業

⑶-②中小法⼈の交際費課税の特例措置の延長
　　 ＜法⼈税・法⼈住⺠税・事業税関連＞

　法⼈が⽀出した交際費等は原則として損⾦に算入で
きないこととされているが、特例として、中小法⼈に
ついては定額控除限度額（800万円）までの交際費等
を全額損金算⼊することが可能。
　販売促進⼿段が限られる中⼩法⼈にとって、交際費
等は事業活動に不可欠な経費であること等を踏まえ、
本税制措置の適⽤期限を２年間延⻑する。

⑷中小企業・小規模事業者の再編・統合等に係る税負担の
軽減措置の延⻑

＜登録免許税・不動産取得税関連＞
　後継者不在のため事業承継が⾏えないといった課題
を抱える場合、いわゆるＭ＆Ａにより経営資源や事業
の再編・統合を促すことにより、事業の継続・技術の
伝承等を図ることが重要。
　認定を受けた経営⼒向上計画に基づいて、再編・統
合を⾏った際に係る登録免許税・不動産取得税を軽減
することで次世代への経営引継ぎを加速させる措置に
ついて、適⽤期限を２年間延⻑する。

※参考
中小企業・小規模事業者関係のその他の項目
＜延⻑＞
　産業競争⼒強化法に基づく創業⽀援等事業計画の認定
⾃治体における登録免許税の軽減措置の延⻑
<登録免許税関係>
概　要
　我が国における創業の活性化を図るため、特定創業⽀
援等事業の⽀援を受けた個⼈が創業する際、株式会社等
の設⽴に要する登録免許税の軽減措置について、適⽤期
限を２年間延⻑する。

改正概要
適⽤期限を２年間延⻑（令和３年度末まで）

改正概要
適⽤期限を２年間延⻑（令和３年度末まで）

　「交際費等」とは、交際費、接待費、機密費その他の費⽤。
　得意先、仕⼊先その他事業に関係のある者等に対する、
接待、供応、慰安、贈答その他これらに類する行為のた
めの⽀出。

経済産業⼤臣
(基本⽅針の策定)

土地
建物

土地
建物

機械
ほか

機械
ほか

主務⼤臣
(事業分野別指針の策定)

土地・建物
　登録免許税、不動産取得税　を軽減

【参　考】
　中小法⼈については、上記特例措置（※１）と交際費等のう
ち接待飲⾷費の50%までを損金に算入することができる措
置（⼤法⼈も適⽤可能※２）との選択適⽤が可能。
※１　平成25年度税制改正で、定額控除限度額の引上げ

（600→800万円）、損金算入割合の拡充（90→100％）
が⾏われた。

※２　平成26年度創設。令和２年度税制改正で、資本金の
額等が100億円超の⼤法⼈については適⽤外となった。

中小企業等経営強化法

事業譲渡等

＜登録免許税の税率＞

通常
税率

計画認定時の
税率

不動産の
所有権移転

の登記

合併による
移転の登記

0.4％ 0.2％

分割による
移転の登記

2.0％ 0.4％

その他の原因に
よる移転の登記

2.0％ 1.6％

＜不動産取得税の税率＞

通常税率
計画認定時の税率

（事業譲渡の場合※２）

土地　住宅 3.0％　※１
1/6減額相当

（税率にすると2.5％）

住宅以外の
家屋

4.0％
1/6減額相当

（税率にすると3.3％）

損金算入可能 損金不算入

※１　令和３年３月31日まで、土地や住宅を取得した場合には
3.0％に軽減されている。（住宅以外の建物を取得した場合
は4.0％）

※２　合併・一定の会社分割の場合は非課税

800万円
(定額控除限度額)

経営⼒向上計画


